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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期
第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 9,939,457 8,361,878 12,615,321

経常利益 （千円） 164,426 418,138 275,664

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 109,088 279,843 147,841

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 163,288 287,564 279,019

純資産額 （千円） 7,642,677 8,179,342 7,758,408

総資産額 （千円） 13,673,257 12,862,491 12,716,802

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 19.85 50.92 26.90

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） - - －

自己資本比率 （％） 53.7 59.7 58.5

 

回次
第38期
第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.76 23.23

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループのセグメント別の業績は次のとおりであります。

〔樹脂材料〕

　樹脂材料につきましては、建設資材用途、輸送機器用途の出荷は堅調に推移いたしましたが、住宅機材用途は出

荷減となりました結果、売上高54億88百万円（前年同期比11.8%減）、セグメント利益（経常利益）２億55百万円

（前年同期比356.0%増）となりました。

〔機能化学品〕

　機能化学品につきましては、塗料用樹脂、電子材料用途が減少いたしました結果、売上高28億73百万円（前年同

期比22.7%減）、セグメント利益（経常利益）１億62百万円（前年同期比26.1%増）となりました。

 

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高83億61百万円(前年同期比15.9%減)、営業利益４億６百

万円（前年同期比204.2%増）、経常利益４億18百万円(前年同期比154.3%増)、親会社株主に帰属する四半期純利益

２億79百万円(前年同期比156.5%増)となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億88百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

EDINET提出書類

日本ユピカ株式会社(E00865)

四半期報告書

 3/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,850,000

計 18,850,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年２月５日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,500,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は1,000株であり

ます。

計 5,500,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 5,500,000 － 1,100,900 － 889,640

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    4,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,493,000 5,493 －

単元未満株式 普通株式    3,000 － －

発行済株式総数 5,500,000 － －

総株主の議決権 － 5,493 －

（注）１　単元未満株式の中には、自己株式31株が含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本ユピカ株式会社
東京都千代田区紀尾井町４

番13号
4,000 - 4,000 0.07

計 － 4,000 - 4,000 0.07

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,525,493 2,877,335

受取手形及び売掛金 4,338,295 ※ 4,605,083

電子記録債権 191,995 66,234

有価証券 - 500,000

商品及び製品 1,061,710 833,174

仕掛品 87,794 63,768

原材料及び貯蔵品 431,153 389,312

その他 609,199 116,508

貸倒引当金 △33,960 △34,887

流動資産合計 9,211,682 9,416,530

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 728,136 764,835

機械装置及び運搬具（純額） 633,863 567,020

土地 1,340,442 1,340,442

その他（純額） 93,379 124,763

有形固定資産合計 2,795,821 2,797,061

無形固定資産 110,749 88,106

投資その他の資産   

その他 621,973 564,351

貸倒引当金 △23,424 △3,558

投資その他の資産合計 598,549 560,792

固定資産合計 3,505,119 3,445,960

資産合計 12,716,802 12,862,491

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,225,551 ※ 3,110,940

短期借入金 333,142 201,245

未払法人税等 90,831 71,743

引当金 86,289 47,987

その他 262,524 ※ 281,559

流動負債合計 3,998,338 3,713,476

固定負債   

退職給付に係る負債 582,128 590,021

役員退職慰労引当金 30,797 38,477

再評価に係る繰延税金負債 252,682 252,682

資産除去債務 26,162 26,291

その他 68,284 62,200

固定負債合計 960,055 969,672

負債合計 4,958,394 4,683,148
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,100,900 1,100,900

資本剰余金 889,640 889,640

利益剰余金 4,815,118 5,056,490

自己株式 △1,681 △1,681

株主資本合計 6,803,977 7,045,349

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56,021 58,296

土地再評価差額金 528,648 528,648

為替換算調整勘定 48,204 44,771

その他の包括利益累計額合計 632,874 631,716

非支配株主持分 321,556 502,277

純資産合計 7,758,408 8,179,342

負債純資産合計 12,716,802 12,862,491
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 9,939,457 8,361,878

売上原価 8,515,798 6,698,058

売上総利益 1,423,659 1,663,819

販売費及び一般管理費 1,289,928 1,256,954

営業利益 133,730 406,865

営業外収益   

受取利息 1,812 4,933

受取配当金 15,787 22,569

為替差益 22,240 -

その他 8,421 6,731

営業外収益合計 48,261 34,235

営業外費用   

支払利息 6,184 4,717

売上割引 9,616 10,101

為替差損 - 6,088

その他 1,764 2,053

営業外費用合計 17,565 22,961

経常利益 164,426 418,138

税金等調整前四半期純利益 164,426 418,138

法人税等 33,455 122,978

四半期純利益 130,971 295,159

非支配株主に帰属する四半期純利益 21,883 15,315

親会社株主に帰属する四半期純利益 109,088 279,843
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 130,971 295,159

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 17,265 2,274

為替換算調整勘定 15,051 △9,869

その他の包括利益合計 32,317 △7,594

四半期包括利益 163,288 287,564

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 133,887 278,685

非支配株主に係る四半期包括利益 29,401 8,878
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計

基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子

会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連

結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属す

る四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益

等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を

反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58―２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及

び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 28,390千円

支払手形 － 191,643

その他（設備関係支払手形） － 6,893

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 184,646千円 199,832千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月７日

取締役会
普通株式 38,473 7 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月７日

取締役会
普通株式 38,471 7 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計（注２）
 樹脂材料 機能化学品 計

売上高      

外部顧客への売上高 6,222,232 3,717,224 9,939,457 - 9,939,457

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - - -

計 6,222,232 3,717,224 9,939,457 - 9,939,457

セグメント利益又は損失（△） 55,993 129,154 185,147 △20,721 164,426

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに帰属しない全社共通費用及び連結利益調整であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計（注）

 樹脂材料 機能化学品 計

売上高      

外部顧客への売上高 5,488,094 2,873,784 8,361,878 - 8,361,878

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - - -

計 5,488,094 2,873,784 8,361,878 - 8,361,878

セグメント利益 255,317 162,821 418,138 - 418,138

（注）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等

　（セグメント利益又は損失の算定方法の変更）

　第１四半期連結会計期間より、各報告セグメントの費用負担を明確化しより適切な業績管理を行うため、従

来「その他」に区分していた全社共通費用及び連結利益調整を「樹脂材料」及び「機能化学品」に配分する方

法に変更しております。

　なお、この変更により「樹脂材料」で10,810千円、「機能化学品」で15,999千円利益が減少しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 19円85銭 50円92銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 109,088 279,843

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　　　　　　　　　　　四半期純利益（千円）
109,088 279,843

　普通株式の期中平均株式数（株） 5,496,165 5,495,969

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年１月28日

日本ユピカ株式会社

取締役会　御中

 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 菊　地　康　夫　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 北　島　　緑　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ユピカ株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユピカ株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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